	電気めっき業


受注先の海外拠点への生産移管、部品の樹脂化など長期的にみて需要減少要因が大きいなか、受注単価引下げ、小ロット化によって売上高の維持が難しい。一方、コストアップ要因もあり、利益確保は厳しい状況にある。一部には、受注獲得のための価格競争が見られる。

高い技術力、価格競争力を持つ企業では、新規受注を獲得できているとする企業もあるなか、業界内の二極化が進むとの見方が強い。
業界概要
電気めっきとは、金属を溶かした電解溶液中で加工対象物を陰極として通電し、加工対象物の表面にめっき金属を析出させ、金属皮膜をつくる方法である。こうした表面処理には、電気めっきのほかにも、無電解めっき、化成処理、真空めっき、溶解めっきなど多様な方法がある。電気めっきは、量産品から多種少量品まで加工が可能で、幅広い用途に供されている。
電気めっきの目的には、外観を美しくする「装飾」、防錆や耐食性向上などの「保護」、耐摩耗性（低摩擦・摺動性、硬化）や電気伝導性といった「機能」の向上がある。
長期的にみると、受注先における海外拠点への生産移管によって、めっき需要が減少しているほか、部品等の素材が金属から樹脂に代わってきたことにより、「装飾」めっきの比重が低下している。こうした流れのなかで、「機能」めっきの比重が高まっている。

めっきされる金属は、めっきの目的に応じて選ばれる。例えば、装飾目的では、銅やニッケル、クロム、金、銀など、保護目的では、亜鉛（防錆）、亜鉛と他の金属の合金（耐食性向上）など、機能目的ではクロム、ニッケルなどが使われている。ただし、複数の目的を果たすようなめっきもある。
電気めっきの工程としては、錆取り、研磨、薬品による脱脂や洗いという前工程を経て、めっきを行い、その後、水洗、クロメート処理、乾燥などの後工程を行う。電気めっき工程やその前後で、電解溶液や酸・アルカリ溶液を用いることから、適切な排水処理が必要である。

また、受注先は、電気・電子機器、一般機械、精密機器、自動車、建築金物など様々な分野に及んでいる。通常、支給された加工対象物に電気めっきを行い、納品することから、電気めっき業界は、受注先業界の動向の影響を大きく受けている。
全国ベースでの従業者別規模をみると、従業者数１～３人の事業所が16.6％、４～９人が30.4％、10～19人が24.4％と19人以下で71.4％、29人以下で83.8％を占めており、小規模な事業所が多い（経済産業省『平成20年工業統計表（産業編）』全数調査）。
大阪の特徴
大阪のめっき業界の特徴としては、ネジやナット、建築金物、自転車部品など地場産業製品に対するめっきや家電製品用部品のめっきが多く、自動車部品のめっきの比重が小さいことがあげられる。

大阪府内の事業所数は205、従業員数3,052人、製造品出荷額等は366億円であり、それぞれ全国の15.9％、10.2％、8.7％を占めている（大阪府統計課『大阪の工業』（平成22年調査確報、従業者数４人以上の値）。
大阪府鍍金工業組合の組合員の所在地から、府内での立地状況をみると、大阪市が63.0％、東大阪市が20.4％となっており、大阪市内では、生野区（12.3％）、東成区（10.6％）など東部に位置する事業所が多い。
リーマンショック以降、受注が伸び悩み
製造品出荷額等（従業者数４人以上の事業所）をみると、リーマンショックの影響で落ち込んだ21年と22年を比較すると、全国では1割以上増加に転じたのに対して、大阪府では、逆に１割強減少している。
その後の状況をヒアリングで確認すると、リーマンショック前の水準に戻したが、その後は受注先の海外拠点への生産移管や部品の共通化の進展により、横ばいから微減傾向という企業や、リーマンショック後も低迷が続き、ようやく上向いてきたという企業がある。一方、受注先の業界を問わず、全般的に単価下落、小ロット化も進んでいるなか、ネジやナットなどの細かい部品をバレル（容器）に入れて大量にめっきする企業間では、量を確保するための価格競争が激化しているなど、経営環境は厳しい。このため、廃業のみならず、従来はあまりなかった倒産事例が出てきている。

なお、住宅設備機器や建築金物関連の部品を扱っている企業では、東日本大震災の復興需要や大阪市内での大規模開発による特需はみられないとのことであった。
昨年末からの円安傾向に関連しては、海外向けの楽器の部品で発注量が増えてきているという企業もみられた。一方、円安傾向により、日本での部品生産、めっき加工となった場合でも、単価は海外並みを求められ、必ずしもプラスにならないという声もあった。

コストアップ要因が多く、利益確保は厳しい
めっき工程で電気を用いるほか、めっき槽の加温や乾燥工程など熱源が必要なことから、一定の光熱費がかかっており、25年４月の電気料金値上げなどにより、コストアップとなっている。節電策としては、工場の空調設備を冷房でなく、送風のみにしている、めっきの膜厚が要求基準より厚くなりすぎないよう、電流・時間等を調整しているという事例がみられた。また、電力量を管理し、（最大需要電力に応じて決まる）契約電気料を抑えるよう努めている企業もあった。
また、円安傾向に伴って、薬剤等の値上げの動きがみられ、今後、更なる負担増加につながることを危惧する声が聞かれた。一方、めっき液に関しては、金属等の相場価格が下降局面にあることから、価格は落ち着いているとのことであった。
こうした状況のなか、コストアップ分を価格転嫁できず、利益の圧縮、赤字転落につながっている企業が多い。また、コストアップ要因のみならず、単価引下げや受注量減少など売上高確保が厳しいことも、利益が確保しにくい要因となっている。
環境対応が求められる
従来から、環境基準の維持・達成を図るために、排水基準が強化されているが、対応が困難である業界（電気めっき業界含む）には、暫定排水基準が設定されている。このうち、25年６月末が暫定排水基準の期限であった「ほう素、ふっ素、硝酸性窒素、亜硝酸性窒素」に関しては、基準値を若干強めた形で28年６月まで期限延長となった（「亜鉛」に関しても、国の排水基準で28年12月、府の上乗せ条例による排水基準では30年３月まで、それぞれ５年間の暫定排水基準が延長されている）。今回、若干強化された排水基準には対応可能だが、将来的に暫定排水基準がなくなると、排水設備やその維持管理に多額の費用が必要となることから、対応が困難となる企業が多く出てくるのではないかとの意見が多い。
排水以外の環境対策として、欧州でのＲｏＨＳ指令（特定物質使用禁止指令）、ＲＥＡＣＨ（化学物質の総合的な登録・評価・認可・制限の制度）などへの対応が迫られ、管理コストが増加しているとの声が聞かれた。

さらに、土壌汚染対策法に関連して、土壌汚染対策費用で、土地売却代金がほぼ消えることを懸念して、廃業したくてもできない企業があるとの声もあった。
雇用は現状維持が多く、人材育成に注力する企業も
雇用面では、ピーク時との比較で従業員数は半減という企業もあるが、人員数を必要最小限に絞り込んでいることから、近年では、退職者は補充し、従業員数を維持しているという企業が多く、微増という企業もみられた。

こうしたなか、毎年、業界組合が運営するめっき技術訓練校に従業員を派遣したり、組合の保有する教材の活用等、人材育成の取組や公設試と連携して、新たなめっき方法を事業化する動きなどがみられる。

設備投資には慎重ななか、一部に動き
これまでも、受注先の海外拠点への生産移管等で仕事が激減することを経験しており、現在も先行き不透明感があること、あるいは、敷地に余裕がなく、更新投資であっても、１，２ヶ月操業できなくなることから、設備投資には慎重な意見が多い。

こうしたなか、新たに開発しためっき方法のラインを整備した企業や、後継者が決まったことを受けて、これまで手控えていた設備の部品交換に着手した企業、あるいは、国の補助金を活用して、排水処理コスト削減のための設備投資をするという企業がみられた。
今後の見通し
既存受注先からの受注は、量的にも単価的にも先細りするなど、先行き不透明で厳しい状況が続くものとみられる。

高い技術力、価格競争力を持つ企業等では、研究開発の依頼が来たり、新規受注や取引先開拓ができているが、先にみたように、価格競争が激化しているという企業も多い。こうした状況を踏まえ、さらに、二極化が進むとの見方が強い。
　　　　　　　　　（竹原　康幸）
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平成18年 245 4,009 68,581 1,435 34,054 511,501

19年 236 3,717 58,310 1,422 34,388 534,626

20年 (297) (3,847) (57,526) (1,700) (34,281)(545,118)

21年 222 3,455 40,674 1,316 29,209 372,907

22年 205 3,052 36,551 1,290 29,933 419,413

資料：大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』

（注）従業者数４人以上の統計。ただし、（　）内は全数。
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